


さまざまなハレーション…

h"ps://www.asahi.com/ar/cles/ASTDM42SXTDMPTJB00LM.html
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⼆元論になりつつある現状

公共交通・交通税を推進したい派
–バス・鉄道の維持
–財源確保
–持続可能
–まちの活性化
–環境負荷軽減…

公共交通・交通税の推進に反対派
– 利権排除・市場原理
– 規制緩和・ライドシェア
– テクノロジー
– 受益者負担
– 助け合い…vs
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考えるべきこと

いま⼀度、冷静に「交通税」とは何なのか、を考えたい
交通税︓公共交通の財源に供するため、

⽬的税として新たに課す税⾦

23



海外の交通税の導⼊状況︓フランス（川勝、2013）

• 国内交通基本法（1982）における
「交通権」
– 交通⼿段を選択する⾃由
– すべての⼈の移動する権利
–利⽤できる交通⼿段とその利⽤⽅法に関する
情報を知る権利

• 交通税（Versement Transport）
– ⼈⼝1万⼈以上の都市圏交通区域内に⽴地する
従業員9名以上を雇⽤している個⼈及び法⼈を
対象に従業員の給与総額に⼀定の税率を乗じて
課税

– 公共交通の整備に伴う労働市場の拡⼤等による
「集積の利益」を享受する雇⽤者に負担を求め、
社会に還元するという設計思想 都市圏交通局の財源構成の推移

地⽅債
国の補助
地⽅⼀般
財源

交通税

運賃収⼊
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海外の交通税の導⼊状況︓ポートランド（川勝、2024）

• ポートランド都市圏交通局 TriMet
–バス・路⾯電⾞・通勤鉄道・乗り合いサービス

• 賃⾦税（都市圏内の⺠間事業者や地⽅⾃治体に対しては給与総額に、⾃営業者に
対しては圏内で獲得した純所得に課税）の上乗せ税率分をTriMetに固有の財源と
して付与
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オランダの公⾦投⼊状況

• ハーグ市営交通局（HTM）︓圏内⼈⼝100万⼈程度

Jaarverslag 2024

0

100

200

300

400

2023 2024

政府拠出 運賃収⼊ ⾃転⾞レンタル事業 その他

百
万
ユ

ー
ロ

2023年・2024年 営業利益

49% 47%

37% 37%運賃収⼊

政府拠出

デンハーグ

デルフト

ズーテルメール
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南オランダ州の2024年の歳出決算

https://begrotingzuidholland.nl

Overview of general resources
Clean energy for everyone
Working together on South Holland
Strong cities and villages in South Holland
A prosperous South Holland
Healthy and safe South Holland
Business Operations, Finance and Organization
Health nature, future-proof water system and vital agriculture
Accessible South Holland

• Stimulating the transition to sustainable, safe and 
smart passenger transport: €8.829.347

• Adequate and sustainable public transport 
offering: €148.104.278

• Sustainable and efficient freight transport: 
€2.783.773

• Preparation of provincial infrastructure projects and 
subsidies (PZI): €10.637.362

• Implementation of provincial infrastructure projects 
(PZI): €40.156.765

• Sustainable, silent and new aviation: €1.022.479
• Management and maintenance in order and 

sustainable: €176.082.195

全体歳出の
11.9%
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2025年の滋賀県の歳出予算

総合企画費

2%

総務費

3%
⽂化スポーツ費

3% びわこ環境費

3%

健康医療福祉費

14%

⼦ども若者費

5%

商⼯観光労働費

6%

農政⽔産業費

4%⼟⽊交通費

10%
警察費

5%

教育費

22%

災害復旧費

0%

公債費

11%

諸⽀出⾦

12%

その他

0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

都市計画費ほか

砂防費

港湾費

河川費

道路橋梁費

地域交通関係経費

⼟⽊交通管理費

全体歳出の
0.1%
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租税原則（内閣府）

• マスグレイブの7条件
1. ⼗分性
2. 公平
3. 負担者
4. 中⽴（効率性）
5. 経済の安定と成⻑
6. 明確性
7. 費⽤最⼩

• アダム・スミスの4原則
1. 公平の原則
2. 明確の原則
3. 便宜の原則
4. 最⼩徴税費の原則

• ワグナーの4⼤原則9原則
1. 財政政策上の原則

a.課税の⼗分性
b.課税の弾⼒性

2. 国⺠経済上の原則
a.正しい税源の選択
b.正しい税種の選択

3. 公正の原則
a.課税の普遍性
b.課税の公平性

4. 租税⾏政上の原則
a.課税の明確性
b.課税の便宜性
c. 最⼩徴税費への努⼒

n 近代租税の本質（下村、1972）
・租税正義の原則
・公平負担の原則
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正義とは︖︖

• 功利主義（ジェレミー・ベンサム、18世紀頃）
–最⼤多数の最⼤幸福

• ⾃由主義（ジョン・ロールズ、1971）
–原初状態において平等な基本財のもとでの選択の⾃由（無知のヴェール）

• 共同体主義（マイケル・サンデル、1982）
–社会共通の善（共通善、common good）

• ケイパビリティアプローチ（アマルティア・セン、1980年代）
–「最低限のことをしたいのにできない」状況（＝不正義）の改善

批判

批判

批判

疑問
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正義と税

• 功利主義（ジェレミー・ベンサム、18世紀頃）
–個⼈の効⽤の総和を最⼤化させるための財の再配分

• ⾃由主義（ジョン・ロールズ、1971）
–最も不利な⽴場にある⼈の状況改善に資する財の再配分（maxmin原則）

• 共同体主義（マイケル・サンデル、1982）
–財の再配分による共通善の最⼤化

• ケイパビリティアプローチ（アマルティア・セン、1980年代）
–⼈々が⾃ら価値ある⽣を送る能⼒（ケイパビリティ）の保障
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センのケイパビリティ

• マーサ・ヌスバウムによるケイパビリティのリスト化
– ⽣命──普通の⼈が普通に⽣活していたら⽣きられる程度に⻑⽣きできること。
– ⾝体的健康──普通の⼈が普通に⾷べられ、健康でいられ、普通の家に住めること。
–⾝体の不可侵性──性的暴⾏や家庭内暴⼒（ＤＶ）を含む暴⼒を受けないこと。
– 感覚、想像⼒、思考──普通に教育を受けることができ、正しい情報が与えられ、まともな
教養を⾝に付けることができ、政治的な発⾔ができ、表現の⾃由があること。 

–感情──普通に愛し、感じ、想像し、考えられること。
– 実践理性──何が善いことかを⾃分で考えられること。良⼼の⾃由を妨げられないこと。 
– 連帯── Ａ 他の⼈たちと⼀緒に⽣きていけること。社会的な交流の場に参加できること。 
Ｂ ⾃尊⼼を持つことができ、対等な⼈間として扱われること。 

–他の種──動物や⾃然環境と共⽣できること。 
–遊び──笑ったり遊んだりできること。 
– ⾃分の環境のコントロール──Ａ 政治的環境──⾔論の⾃由が保障され、政治的な活動に
参加できること。 Ｂ 物質的環境──平等な財産権を持ち、平等に求職する権利を持ち、不
当な捜索および押収を受けることはなく、職場ではひとりの⼈間としてまともに扱われ、⾃
分で考えることができ、他の労働者と平等な関係を築くことができること。
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多様な正義を統合すると…

• 過度な⾃動⾞利⽤にかかる社会的なコストを内部化する⽬的で課税
（功利主義的正義）

• 共同体の⽬標にかなう（共同体主義的正義）移動に関わるケイパビリティリス
トを作成（ケイパビリティ・アプローチ）

• ケイパビリティの最低基準に満たないリスクの⾼い個⼈・地域に資源の配分
（⾃由主義的正義）
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滋賀県での議論の状況

• 共通善の明確化

• ケイパビリティの評価

34



地域交通計画・交通税への反対意⾒との対応

• リバタリアンは「課税や再分配⾃体が不正義」
• ネオリバタリアンは「市場への介⼊が不正義」
• マルクス主義者は「税の枠内での調整は不正義の根源を温存」
• 相対主義者は「善や能⼒の基準を設定すること⾃体が不正義」

• かといって，⾃動運転の普及を座して待つ余裕はない…
• 交通需要の少ない地域でライドシェアが成⽴するとは思えない

（ボランティア輸送にも限界）

• 情報通信と交通の相補性・代替性
• 「移動しなくても⽣活できる世界」は実現可能か︖
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アンケート調査概要
⽬的

⽅法

内容

⽇常⽣活を必要不可⽋な⾏動である下記の3点に設定

フロー

買い物，医療，⼈との交流の3点についてそれぞれ質問

37

⽇常⽣活
の⾏動

オンライン
サービスの
利⽤意向

⾃動⾞が使えなく
なった場合の代替⼿
段・オンライン意向

個⼈属性

・買い物 ・医療 ・⼈との交流

オンラインサービスの設定
︓即⽇配送型のオンラインショッピングサービス
︓遠隔診療が受けることができるオンライン診療サービス
︓オンラインミーティングサービス

買い物
医療
交流

→ webアンケートだけでは集めることが難しい，⼈⼝の少ない地域での属性
を補完するため⼀部地域でポスティング配布

webアンケートとポスティングで調査を実施

⽇常⽣活の⾏動の把握とオンラインサービスの利⽤意向の調査

（⽣鮮⾷品，⽇⽤品）



オンライン活動の想定
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アンケート調査対象地域

・webアンケート︓滋賀県全域

1

2

3

・ポスティング︓東近江市・愛荘町

⽇時︓2022年11⽉19⽇
回答数︓237件（1000部配布）

1︓JR 能登川駅周辺
2︓近江鉄道⼋⽇市駅周辺〜⼋⽇市IC 周辺
3︓愛荘町⽴秦荘東⼩学校周辺

⽇時︓ 2022年12⽉15⽇〜19⽇
回答数︓408件
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アンケート調査結果
40

219

136

49

47

28

24

24

22

21

16

12

12

11

10

5

3

2

2

2

東近江市
⼤津市
愛荘町
草津市
守⼭市

近江⼋幡市
⻑浜市
彦根市
栗東市
野洲市
⾼島市
湖南市
甲賀市
⽶原市
豊郷町
甲良町
⻯王町
多賀町
⽇野町

市町村ごとのサンプル数



年齢別の現在の移動⼿段
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移動⼿段選択︓⽣鮮⾷品（年齢別）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

80代

70代

60代

50代

40代

30代

20代

凡例
⾃動⾞

⾃動⾞（送迎）

電⾞

バス バイク

送迎バス ⾃転⾞

デマンド交通

タクシー

徒歩



0% 20% 40% 60% 80% 100%

80代

70代

60代

50代

40代

30代

20代

凡例

クルマが使えなくなった場合の移動⼿段
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移動⼿段選択︓⽣鮮⾷品（年齢別）

⾃動⾞

⾃動⾞（送迎）

電⾞

バス バイク

送迎バス ⾃転⾞

デマンド交通

タクシー

徒歩



年齢別の現在の移動⼿段
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移動⼿段選択︓⽇⽤品（年齢別）
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クルマが使えなくなった場合の移動⼿段
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移動⼿段選択︓⽇⽤品（年齢別）

⾃動⾞

⾃動⾞（送迎）

電⾞

バス バイク

送迎バス ⾃転⾞

デマンド交通

タクシー

徒歩



年齢別の現在の移動⼿段
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移動⼿段選択︓医療（年齢別）

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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凡例
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⾃動⾞（送迎）

電⾞

バス バイク

送迎バス ⾃転⾞
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クルマが使えなくなった場合の移動⼿段
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移動⼿段選択︓医療（年齢別）

⾃動⾞

⾃動⾞（送迎）

電⾞

バス バイク

送迎バス ⾃転⾞

デマンド交通

タクシー
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年齢別の現在の移動⼿段
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移動⼿段選択︓交流（年齢別）

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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凡例
⾃動⾞

⾃動⾞（送迎）
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送迎バス ⾃転⾞

デマンド交通

タクシー
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凡例

クルマが使えなくなった場合の移動⼿段
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移動⼿段選択︓交流（年齢別）

⾃動⾞

⾃動⾞（送迎）

電⾞

バス バイク

送迎バス ⾃転⾞

デマンド交通

タクシー

徒歩



オンラインサービスの利⽤意向
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⽣鮮⾷品

・年齢が上がるほど利⽤意向が下がる傾向にある

20代

30代

40代

50代

60代

70代以上

6.1%

15.2%

7.6%

7.3%

4.8%

9.6%

54.5%

37.9%

42.4%

34.1%

30.8%

26.9%

39.4%

25.8%

28.0%

33.5%

24.0%

17.3%

16.7%

18.2%

20.7%

33.6%

40.4%

4.5%

3.8%

4.3%

6.8%

5.8%

とても利⽤したい まあまあ利⽤したい どちらでもない あまり利⽤したくない 絶対利⽤したくない
0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％



とても利用したい まあまあ利用したい どちらでもない あまり利用したくない 絶対利用したくない

12.1%

16.7%

11.4%

11.6%

5.5%

11.5%

42.4%

36.4%

41.7%

36.6%

34.2%

23.1%

42.4%

28.8%

27.3%

32.9%

30.1%

24.0%

3.0%

13.6%

16.7%
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26.0%

36.5%

4.5%

3.0%

3.7%

4.1%

4.8%

20代

30代

40代

50代

60代

70代以上

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

オンラインサービスの利⽤意向
50

⽇⽤品

・年齢が上がるほど利⽤意向が下がる傾向にある
・⽣鮮⾷品よりも利⽤意向がやや上がっている → ⽇⽤品は，鮮度の⼼配がないことや，

持ち運びの⼤変さが理由として考えられる



とても利用したい まあまあ利用したい どちらでもない あまり利用したくない 絶対利用したくない
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オンラインサービスの利⽤意向
51

医療

・ 50代では，医療のみ 50％を上回っている
・他の活動に⽐べると利⽤意向が⾼い

→ 健康上の不安があり，
インターネットの利⽤に抵抗がない年代



とても利用したい まあまあ利用したい どちらでもない あまり利用したくない 絶対利用したくない
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12.5%

15.2%

22.7%
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オンラインサービスの利⽤意向
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交流

・年齢が上がるほど，利⽤したいと回答した⼈と利⽤したくないと回答した⼈が増える傾向
・他の活動に⽐べると利⽤意向が低い



もしクルマが使えなくなったら
53

84.2%

78.6%

88.7%

65.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

⽣鮮⾷品の買い物

⽇⽤品の買い物

医療

⼈との交流

9%

11%

7.3
%

25%

オンラインサービスの利⽤意向がある⼈

15.8%

21.4%

11.3%

34.3%

完全に活動をあきらめる⼈

他の移動⼿段を利⽤できる⼈移動をあきらめる⼈



クルマ使えない場合のオンライン利⽤意向（利⽤=1）

• Mixed logit modelの推定結果
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まとめ

• 健康維持するための通院は，⾃動⾞が使えなくなっても，移動をあきらめる⼈
の割合は低い

• 交流については，35%程度が移動をあきらめると回答
→ モビリティの⽋如が社会的なつながりに影響を及ぼす可能性

• 買い物では5%程度，医療では4%程度，交流では12%が，移動をあきらめ，
かつ，オンラインサービスへの代替を受け⼊れない可能性

l オンラインサービスへの移⾏を前提とした場合，現時点では世帯間格差
が⼤きくなる可能性

l フィジカルな移動との両⾯で⾏政などのサポートが必要不可⽋
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最後に
• コミュニケーションの形態とプロセス（板倉，2016）

モデレーション

ファシリテーションコーディネーション

メディエーション

Deliberation and Division
（審議つくして分断）
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